
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

－

－

36件 未達成 －

2.3兆円 未公表

（最終値

未確定）

達成0.72倍 0.80倍 0.81倍

34件 40件

合計 1,509 751 0

○効果的な会議の開催に努め、会議における議論を着実に、組織づくり、事業に反映する。

長野県経済を一層活性化させるための基盤となる戦略について、中・長期的な視点から幅広く官民の壁や行政の縦割りを超えて意見交

換を行い、今後の県政に反映させることを目指す。

信州経済戦略会議では、県政の経済関係分野における大きな方向性について、部局を横断した大局的な視点から議論を行ってきた。過

去7回の開催により、今後、重点的に取り組むべきテーマについて提言がなされ、それに対応して、県の組織体制の見直し、有識者会議

の設置等により提言の反映が行われてきている。

成果目標の達成状況

項目

製造業の付加価値額

有効求人倍率

企業誘致件数

事業番号 06 01 03 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 信州経済戦略会議開催事業信州経済戦略会議開催事業信州経済戦略会議開催事業信州経済戦略会議開催事業
担

当

課

部局 商工労働部

実施期間 H21 ～ H24

課・室 産業政策課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  － E-mail sansei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

－

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 会議での意見交換結果を、県政に反映することを目的とする会議であり、県

で行うことに妥当性がある。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

１．会議の開催 直接

・会議の開催

・提案の県政への反映

1,509 751 0

3,865 1,509 0

合計（A) 1,013 0

2.26兆円

予

算

額

前年度繰越

当初予算

補正予算 1,013

3,865 1,509

Aの

財源

1,013 3,865 1,509 0

概　算

人件費
0

831 532 751

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　■ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

今後、経済戦略については、専門家から個別に助言を受けるほか、長野県中小企業振興審議会の中で議論することとする。

目標に対

する成果

の状況

・製造業付加価値額についてはH24数値が未公表

・有効求人倍率については成果が目標を上回った。

・企業誘致件数については前年度比＋2件で目標の90％を達成（未達成の理由：平成24年度については、東日本大震災の影響や欧州

政府の債務危機、さらには歴史的な円高等により、製造業者にとっては厳しい経済環境であったことが考えられる。）

 概算事業費（B（A）+C） 831 532 751 0

0 0 0
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区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度


